
2016年度（2017年3月期)
第１四半期 業績概況

(2016年7月29日)

※本資料では、記載している部分を除いて、日本基準（J-GAAP）に基づく数値にて開示しております。

※本資料では、数値は原則として表示数値の単位未満で四捨五入しております。

※各事業名については以下のとおり省略する場合があります：
IVD: 臨床検査薬事業 CLT：受託臨床検査事業 HR：ヘルスケア関連事業

 営業外損益 ・ 為替差損： 約7.1億円、持分法による投資損失： 約2.6億円(BMGL)

 特別損失 ・ FDIに係る訴訟損失引当金を計上： 約29.9億円
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 全セグメントにおいて減収となるも収益性は改善

 為替影響を除くと(CER)、増収（+8.2億円）、増益（+9.1億円）

【期中平均為替ﾚｰﾄ】 15年度 1Q: 1USD＝121.36JPY, 1EURO＝134.16JPY 

16年度 1Q: 1USD＝108.26JPY, 1EURO＝122.18JPY 

(※1) CER(Constant Exchange Rate)：前年度の期中平均レートを用いて当年度の業績を計算

(※2) セグメント利益調整額（15年度1Q： 0.3億円、16年度1Q： 0.7億円 ）を含んでおります。
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連 結 臨床検査薬事業

受託臨床検査事業

業績推移
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IVD事業：減収、増益
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売上高(億円)

営業利益(億円)

 売上高 -0.6億円 （CER： 4.9%増収)

• 国内：LP試薬の売上増

（BNP等の重点項目が貢献）

• 米国：原材料供給事業の伸長

• 為替影響による減収 ：-5.9億円

営業利益 +5.2億円

• プロダクトミックスによる収益性改善

• 高収益セグメントの伸長

- LP試薬、原材料供給等

• 低収益製品の売上減 (非LP製品等)

事業ｾｸﾞﾒﾝﾄ別業績
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CLT事業：減収、増益
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海外CLT（ドルベース）

売上高(億円)

営業利益(億円)

国内事業
 売上高 -1.5億円

稼働日数を考慮すると前年並み

• 価格下落の影響：約-0.7% (対前年度末比較)

• 業務量増加の影響

 営業利益 -6.2億円

• 減価償却費及び経費の増加(ﾅﾋﾞﾗﾎﾞ等)

海外事業(MLS)
 売上高 -4.5億円、営業利益 +7.0億円
• 為替影響による減収：-9.0億円

• のれん償却費減少による増益：+3.9億円

事業ｾｸﾞﾒﾝﾄ別業績
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【現地通貨ベース、のれん償却前】
 売上高 +$3.7M (5.7％増収)

• 価格の影響(ﾐｯｸｽの変化を含む)： +$0.7M

• 業務量増加の影響： +$2.8M

 営業利益 +$3.5M （65.2%増益)

• 売上増に伴う利益増

• コスト改善施策の効果



HR事業：減収、増益

売上高(億円)

営業利益(億円)

 滅菌事業: 増収 +0.5億円、減益 -0.3億円

• 新規顧客獲得による増収

 治験事業: 増収 +0.6億円、増益 +0.7億円

• 前年度に着手した事業構造改善の効果
が発現

• 収益性は回復基調へ

 予防医学: 減収 -1.1億円、減益 -0.2億円

• 感染防止商品の終売
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事業ｾｸﾞﾒﾝﾄ別業績

売上高 -0.1億円、営業利益 +0.2億円
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連絡先：

みらかホールディングス㈱

IR広報グループ TEL：03-5909-3337
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将来見通しに関する注意事項：

資料中の業績見通し数値は、現時点において入手可能な情報から得られた当社経営陣に
よる判断に基づくものですが、重大なリスクや不確実性を含んでいる情報から得られた多く
の仮定および考えに基づき作成されたものです。実際の業績は、さまざまな要素によりこれ
ら業績見通しとは異なる結果となり得る事をご承知おきください。

実際の業績に影響を与える要素には、経済情勢の悪化、為替レートの変動、法律・行政制
度の変化、新製品上市の遅延、競合会社の製品戦略による圧力、当社既存製品の販売力
の低下、販売中止、等がありますが、これらに限定されるものではありません。


